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序 

(1) 見直しの背景 
空港土木施設の設置基準解説は、空港土木施設の設計に際して機能性、安全性あるい

は経済性等の確保の観点から、各施設が具備すべき位置、形状、強度等を決定するため

の事項を示すとともに、設計、施工の合理化ならびに効率化を図ることを目的とし、航

空法施行規則第 79 条（設置基準）の解説書としてとりまとめたものである。 

空港土木施設の設計に関する基準等の整備にあたっては、昭和 43 年 9 月に運輸省航空

局において検討が開始され、「空港アスファルト舗装構造設計要領」等、施設・構造に

係る技術の体系化を図った後、昭和 48 年、最初の「空港土木施設設計基準」をとりまと

めている。 

その後、航空輸送需要は増大の一途をたどり、新しい航空機の就航等にみられる航空

界の発展や、環境問題の顕在化等の空港を取りまく情勢にも変化が生じてきたことから、

設計基準等の体系的な整備の強化を図るため、昭和 56 年 3 月に全面的な見直しを実施し

た。 

今回の見直しは、WTO（世界貿易機構）における「政府調達協定」や、TBT 協定（貿

易の技術的障害に関する協定）などを背景にした国際規格との整合や、「土木・建築に

かかる設計の基本」（国土交通省、平成 14 年 3 月策定）に基づく性能設計の導入方針に

沿ったものとなっており、設計の自由度が高まることによる新しい技術開発の促進や、

技術競争力の向上による品質の向上、コスト縮減等による効果を期待できるものとした。 

 

(2) 空港土木施設の設置基準解説等の位置付け 
空港土木施設の設置基準解説は、空港土木施設の設計において各施設に求められる性

能を示し、設計の合理化ならびに効率化を図ることを目的としたものであり、実線枠囲

み内に省令等の規定を踏まえた基本的事項を記述するとともに、枠囲み外にその内容に

ついての解説を加えている。 

なお、空港土木施設の設置基準解説で記述している各施設に求められる性能の照査の

方法の例として、滑走路、誘導路等の基本施設の舗装に係る事項を｢空港舗装設計要領｣

に、基本施設以外の施設および空港用地の構造等に係る事項を｢空港土木施設構造設計要

領｣に、また、耐震性能および液状化の予測・判断手法、地盤改良工法に係る事項を｢空

港土木施設耐震設計要領｣に示している。 
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総則 

1.1 目的 

空港土木施設の設置基準解説（以下｢基準解説｣という。）は、陸上空港（以下「空港」と

いう。）の土木施設の設計において、各施設が具備すべき規格および施設に求められる強度、

形状等の性能（以下「要求性能」という。）ならびに性能の具体的な記述（以下「性能規定」

という。）を示し、設計の合理化ならびに効率化を図ることを目的としている。 

(1) 航空法施行規則第 79 条（以下「設置基準」という。）および「陸上空港の基準対象施

設の性能の照査に必要な事項等を定める告示」（以下「告示」という。）において規

定されている事項およびこれを遵守するために必要な事項については、全ての空港土

木施設に適用しなければならず、その内容は基準解説に記述している。 

(2) 航空法は、国際民間航空条約の付属書として定められている国際標準および勧告に準

拠して定められているが、国際標準および勧告と相違がある場合には、わが国の実績

等に照らして制定されている設置基準およびこれを解説した基準解説によることを原

則とする。 

(3) 基準解説は、空港土木施設の要求性能および性能規定を記述することにとどめ、基本

的にはその照査の方法を設計者に委ねる等、設計の自由度の確保に配慮しているが、

設計にあたっては、基準解説の内容を十分に理解した上で、設計対象施設の特殊性、

現地条件および施工中を含む環境への配慮等を十分検討する必要がある。 

(4) 基準解説は、空港の管理・運用上必要な処置を講じて行う場合の工事等を拘束するも

のではない。したがって、空港を供用しつつ改良工事等を行う場合は、別に定める規

定等に従うことを原則とする。 
 
1.2 適用 

基準解説の適用は、長さ 800ｍ以上の滑走路を有する空港の滑走路、着陸帯、誘導路、

エプロン、飛行場標識施設、および空港用地等を対象としている。 

(1) わが国の滑走路の多くは 800ｍ以上であるため、基準解説では長さ 800ｍ以上の滑走

路を有する空港を対象としている。 

(2) 基準解説は、設置基準の規定に加え、空港機能の確保に必要な土木施設を対象として

いる。なお、新設、既存施設の改良によって、各施設が有すべき形状、強度等は基本

的には変わりがないため、その区分は行っていない。 

(3) 基準解説は、設計者の実務に配慮し、航空保安施設用地についても要求性能および留

意事項を記述している。しかし、航空保安施設用地の施設の整備にあたっては、関係

者と調整のうえ設計を行う必要がある。 

(4) 防衛省等との共用空港において、民間航空機が使用する施設を国土交通省あるいは防
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衛省が整備する場合は、基準解説を参考とし、防衛省等と協議する必要がある。 
 
1.3 用語  

(1) 基準解説の中で以下の用語が使用される場合は、次の意味を持つものである。 
 

条約第 14付属書 ： ｢国際民間航空条約第 14付属書 飛行場 第Ⅰ巻」をいう。 

条約第 5 付属書 ： ｢国際民間航空条約第 5 付属書 空中及び地上の作業に使用すべ

き測定単位」をいう。 

条約第 10付属書 ： ｢国際民間航空条約第 10付属書 航空通信」をいう。 

Ｉ Ｃ Ａ Ｏ ： 国際民間航空条約に基づいて設置されている国際民間航空機構

(International Civil Aviation Organization)をいう。 

空港 ： 航空機の到着、出発および地上移動のために使用される陸上の

一定の区域で、主として航空運送の用に供する公共用の飛行場

の施設の総体をいう。 

航空機コード ： 条約第 14付属書の飛行場基準コードのコード文字をいう。航空

機の翼幅、外側主脚車輪轍間距離により、表－1.3.1 に区分され

る。 

 

 

表－1.3.1 航空機コード 

航空機コード※1 翼幅 外側主脚車輪轍間距離※2 
A 15m 未満 4.5m 未満 
B 15m 以上、24m 未満 4.5m 以上、6m 未満 
C 24m 以上、36m 未満 6m 以上、9m 未満 
D 36m 以上、52m 未満 9m 以上、14m 未満 
E 52m 以上、65m 未満 9m 以上、14m 未満 
F 65m 以上、80m 未満 14m 以上、16m 未満 

 
※1：施設の利用を予定している航空機の最大翼幅または外側主脚車輪轍間距離に対応する分

類であり、この分類によって航空機コードが異なる場合は上位の航空機コードとする。 

※2：主脚車輪の外縁間の距離 

 

基本施設 ： 滑走路、着陸帯、誘導路およびエプロンをいう。なお、基本施

設の他、過走帯、滑走路端安全区域、誘導路帯、ＧＳＥ通行帯

等、飛行場標識施設を含め、基本施設等という。 

滑走路 ： 航空機の着陸あるいは離陸のために設けられた空港内の限定さ
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れた矩形の区域をいう。 

着陸帯 ： 航空機の離着陸の際の滑走路からの逸脱あるいは着陸復行の場

合の航空機の安全の確保および被害の軽減のために設けられた

矩形の区域をいう。 

着陸帯の等級 ： 航空法施行規則第 75 条による等級をいう。なお、空港にあっ

ては、滑走路の長さにより、表－1.3.2 に区分される。 
 

表－1.3.2 着陸帯の等級 

着陸帯の等級 滑走路の長さ 
A 2,550m 以上 
B 2,150ｍ以上 2,550m 未満 
C 1,800ｍ以上 2,150m 未満 
D 1,500ｍ以上 1,800m 未満 
E 1,280ｍ以上 1,500m 未満 
F 1,080ｍ以上 1,280m 未満 
G 900ｍ以上 1,080m 未満 
H 500ｍ以上  900m 未満 
J 100ｍ以上  500m 未満 

 

誘導路 ： 滑走路とエプロン等を結ぶ航空機の地上走行路をいう。 

エプロン ： 乗客、貨物あるいは郵便物の積み下ろし、給油、駐留または整

備のために航空機を駐機させることを目的とした区域をいう。 

飛行場標識施設 ： 航空機に必要な情報を与えるため、滑走路、着陸帯、誘導路、

エプロン等の移動区域の表面上に標示される記号または記号

群をいう。 

寒冷地域、準寒冷

地域、温暖地域 

： 年間の累積積雪深により区分された地域であり、寒冷地域は北

海道および青森県、準寒冷地域は秋田、岩手、山形、新潟、富

山、石川、福井、鳥取および島根の各県、温暖地域はそれ以外

の都府県としている。 

制限表面 ： 空港およびその周辺に障害物のない空域を確保し、航空機が安

全に運航するために設けられた障害物を制限する表面をいう。 

設計供用期間 ： 施設の設計にあたって、当該施設の要求性能を満足し続けるも

のとして設定される期間をいう。 

作用 ： 構造物に働く力学的な力の原因となるもの、構造物の変形の原

因となるものおよび構造物の材料を劣化させる原因となるも

の等をいう。 

永続作用 ： 永続作用とは、構造物の設計供用期間中を通じて絶えず施設に

作用することが想定される作用であって、その時間的変動が平

均値に比較して小さい、または一定の限界値に達するまでは設

計供用期間中に一定傾向で単調に増加もしくは減少する傾向
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にある作用（自重、土圧等）をいう。 

変動作用 ： 変動作用とは、設計供用期間中の作用の大きさの変動が平均値

に比べて無視できず、かつ一方的な変化をしない作用であり、

その特性値が確率的に与えられる作用（載荷重、レベル 1 地震

動等）をいう。 

偶発作用 ： 偶発作用とは、確率統計的手法による予測が困難である作用、

またはその年超過確率が変動作用に比較して小さいものの特

性値の大きさが非常に大きいため社会的に無視できない作用

(レベル 2 地震動、津波等)をいう。 

永続状態 ： 永続状態とは、1 つ、または複数の永続作用の組み合わせおよ

び永続作用と変動作用の組み合わせる状態で、永続作用が主要

因となる状態をいう。 

変動状態 ： 変動状態とは、1 つ、または複数の変動作用、永続作用と変動

作用を組み合わせる状態で、変動作用が主要因となる状態をい

う。 

偶発状態 ： 偶発状態とは、偶発作用および偶発作用と永続作用を組み合わ

せる状態をいう。 

レベル 1 地震動 ： 空港において発生するものと想定される地震動のうち、地震動

の再現期間と当該施設の設計供用期間との関係から当該施設

の設計供用期間中に発生する可能性の高いものをいう。 

レベル 2地震動 ： 空港において発生するものと想定される地震動のうち、最大規

模の強さを有するものをいう。 

変動波浪 ： 空港において発生するものと想定される波浪のうち、当該施設

の設計供用期間中に発生する可能性の高いものをいう。 

偶発波浪 ： 空港において発生するものと想定される波浪のうち、当該施設

の設計供用期間中に発生する可能性が低く、かつ、当該施設に

大きな影響を及ぼすものをいう。 

 

(2) 基準解説においては、進入方式に対応して着陸帯および滑走路について表－1.3.3 に示

すとおり分類している。 
表－1.3.3 進入方式別の着陸帯および滑走路の分類 

対象とする進入方式 着陸帯の分類 滑走路の分類 

計器飛行による

進入 
精密進入※1 計器用の着陸帯 

(精密進入を行う着陸帯) 計器着陸用の滑走路 
非精密進入※2 非計器用の着陸帯 

(精密進入を行わない着陸帯) 計器飛行によらない進入 計器着陸用以外の滑走路 

※1 計器飛行（航空法第 2条第 14 項）による進入であって、進入方向と降下経路の指示を受けるこ

とができる進入（ＩＬＳ進入または精密レーダー進入）をいう。 
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※2 計器飛行による進入であって、精密進入以外の進入をいう。 

航空法施行規則および基準解説では、進入方式に対応した着陸帯の分類を、「計器用

の着陸帯」および「非計器用の着陸帯」という用語により行っており、「計器用の着陸

帯」とは、精密進入を行う着陸帯を示し、「非計器用の着陸帯」とは、精密進入を行わ

ない着陸帯のことを示している。 

また、進入方式に対応した滑走路の分類については、「計器着陸用の滑走路」および

「計器着陸用以外の滑走路」という用語により行っており、「計器着陸用の滑走路」と

は、計器飛行による進入を行う滑走路の総体を示し、「計器着陸用以外の滑走路」とは、

計器飛行によらない進入を行う滑走路の総体を示している。 

 

(3) 制限表面には、航空法第 2 条および第 56 条に示す進入表面、水平表面、転移表面、延

長進入表面、円錐表面、外側水平表面があり、その内容は参考資料－１に示している。 
 
1.4 単位系 

(1) 基準解説では計量法の規定に基づき、原則として国際単位系を使用する。 

(2) 国際単位系への換算は表－1.4.1 を参考とすることができる。 

(3) 航空機の重量、滑走路の方位等については空港特有の単位系を使用している場合もあ

るため、必要に応じ、条約第 14 付属書、条約第 5 付属書も参照することができる。 
 

表－1.4.1 SI 単位系への換算率表 

量 SI 単位以外 SI 単位 SI 単位への換算率 
名称 記号 名称 記号 

力 重量キログラム kgf ニュートン N 9.80665 

応力 重量キログラム毎 
平方センチメートル kgf/cm2 

パスカル Pa 9.80665×104 
ニュートン毎 

平方ミリメートル N／mm2 9.80665×10-2 

圧力 重量キログラム毎 
平方センチメートル kgf/cm2 パスカル Pa 9.80665×104 

仕事 重量キログラム 
×メートル kgf･m ジュール J 9.80665 

加速度 ガル gal 
メートル毎秒 m／s2 10-2 

ジー g 9.80665 
角度 度 ° ラジアン rad π／180 

注)SI 単位以外の量＝SI 単位における量×SI 単位への換算率 
   例：1kgf＝1N×9.80665 
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設計の基本 

2.1 総説 

（告示 2 条関係） 

空港土木施設は、当該施設が置かれる諸条件を勘案して、当該施設の要求性能を満足し、

適切に設計するものとする。 

(1) 基準解説では、空港土木施設の要求性能および性能規定を記述しているが、設計者は

これを満足することを照査（以下「性能照査」という。）する必要がある。 

(2) 性能規定は、要求性能が満たされるために必要な照査に関する規定を技術的な観点で

示したものであり、基準解説が示す性能規定を満足すれば要求性能を満足するものと

みなすことができる。なお、基準解説が示す性能規定以外の性能規定であって、当該

施設の要求性能を満足することが確かめられるものも同様とすることができる。 

(3) 設置基準および告示では、滑走路、誘導路およびエプロンについて、基礎地盤を含む

ものとして規定しているが、これらを構成する施設によって設計方法等が異なるため、

基準解説においては、これらの施設を上部構造である滑走路、誘導路およびエプロン、

下部構造である基礎地盤（空港用地）および地下構造物に分けて記述している。 

(4) 空港土木施設の要求性能は、設計供用期間にわたって満足する必要があるため、適切

な維持管理を実施する必要がある。また、設計にあたっては、施工性やライフサイク

ルコストも含めた経済性に配慮する必要がある。 

(5) 設計にあたっては、施工時の当該施設の構造の安定についても検討する必要がある。 
 
2.2 性能照査の基本 

（告示 3 条関係） 

性能照査は、作用および当該施設の保有する性能の不確実性を考慮できる方法、または

その他の方法であって信頼性の高い方法によって行うものとする。また、性能照査にあたっ

ては、設計供用期間中に置かれる状況を考慮し、作用を適切に設定するものとする。 

なお、空港土木施設に使用する材料は、材料の特性、環境作用の影響等を考慮して、選

定するとともに、その物性値を適切に設定するものとする。 

(1) 作用および当該施設の保有する性能の不確実性を考慮できる方法とは、利用状況や自

然状況、材料の特性、解析方法等の様々な設計要因が有している不確実性に起因する

作用および耐力等の当該施設が保有する性能の不確実性を適切に考慮できる性能照査

方法のことであり、信頼性設計法等がある。 
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(2) その他の方法であって信頼性の高い方法とは、当該施設が保有する性能を具体的かつ

定量的に評価する性能照査方法のことであり、一般的には数値解析法や模型実験また

は現地試験に基づく方法等がこれに該当する。 

(3) 空港土木施設の照査方法については、条約第 14 付属書をもとに設置基準により定めら

れる規格、配置等を除き、設計者の判断に委ねる等、設計の自由度確保に配慮してい

る。その場合には、設計者においてその妥当性を証明することが必要となるが、｢空港

土木施設構造設計要領｣、「空港舗装設計要領」および｢空港土木施設耐震設計要領｣に

は、これまでの実績等を踏まえた照査方法の例等を示しているので、これらを参照す

ることができる。なお、これら要領においては、当該施設が保有する性能等を間接的

に評価できる過去の経験に基づく許容応力度法や許容安全率法等の方法もその他の信

頼性の高い方法としている。 
 
2.3 作用等 

（告示 3 条関係） 

性能照査で考慮すべき作用の設定にあたっては、設計供用期間中に当該施設が置かれる

自然状況等を勘案して、適切に設定するものとし、主たる作用と従たる作用が同時に生じ

る可能性を考慮して、作用の組合せを適切に設定するものとする。 

(1) 基準解説では、同時に作用する可能性がある作用のうち、構造物に影響を与える主要

な作用を主たる作用として、それ以外の作用を従たる作用としている。 

(2) 性能照査では、複数の作用が同時に作用する状態として、永続状態、変動状態および

偶発状態を適切に設定する必要がある。 

(3) 性能照査で考慮する作用として、主に、2.3.1～2.3.9 に示す作用が想定されるが、これ

ら作用の設定にあたっては、測量、土質調査、気象観測等の必要な調査を実施すると

ともに、当該空港の将来担うべき役割等施設の利用状況についても広く考察を行う必

要がある。 

(4) 2.3.1～2.3.9 に示す作用以外に、構造物に影響する作用としては、雪荷重、施工時の荷

重等がある。これらについては必要に応じて適切に判断し設定するものとし、その際

には、その構造物の設計に適した基準等を参考に適切に設定する必要がある。 
 
2.3.1 航空機、車両 

（告示 4 条関係） 

航空機、空港内の作業車両等の設計対象機材および載荷重については、当該施設におい

て想定される利用状況等を勘案して、適切に設定するものとする。 

(1) 公共の用に供する空港にあっては、複数の航空会社により利用されることや、機材繰

り等により同規模の異なる航空機を発着させることもあるため、特定の航空機のみを
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想定するのではなく、当該空港で想定される利用状況から航空機グループを想定し、

計画する必要がある。特に施設形状、寸法の計画については、施設の改良にあたって

空港の運用に制限を加える可能性が高いことから、十分に配慮する必要がある。なお、

航空機の一般的な諸元については、参考資料－２に示している。 

(2) 各施設の設計にあたって、対象とすべき航空機の特性にはそれぞれ違いがあるため、

各航空機の設計対象機材の区分はそれぞれの特性（運航特性、大きさ、荷重）毎に留

意する必要がある。たとえば、施設の規模および平面設計にあたって重要な特性は航

空機の運航特性と大きさであり、舗装等の構造物の設計にあたっては航空機の載荷重

である。これら特性を勘案し、国内線を対象とした航空機の運航特性および大きさに

よる区分を表－2.3.1～2.3.2 に示す。また、国際線が就航する場合については、別途検

討する必要がある。なお、荷重特性による航空機グループは、舗装に作用する航空機

グループと地中構造物に作用する航空機区分で異なっており、その詳細については、

｢空港土木施設構造設計要領｣および｢空港舗装設計要領｣に示している。 
 

表－2.3.1 航空機の運航特性による区分（国内線） 

区分 航空機 

大型ジェット機 B747、B777 等 

中型、小型ジェット機 B767、A300、B737、MD-81、MD90、A320 等 

リージョナルジェット機 CRJ200、CRJ100 等 

プロペラ機 DHC8、F50、SAAB340B 等 

小型機 DO228、BN-2B 等 

 
 

表－2.3.2 航空機の大きさによる区分（国内線） 

航空機 
コード※1 

翼幅 
外側主脚車輪 
轍間距離※2 航空機 

F 65ｍ以上、80ｍ未満 14ｍ以上、16ｍ未満  
E 52ｍ以上、65ｍ未満 9ｍ以上、14ｍ未満 B747、B777 等 
D 36ｍ以上、52ｍ未満 9ｍ以上、14ｍ未満 B767、A300、DHC8-400 等 

C 24ｍ以上、36ｍ未満 6ｍ以上、9ｍ未満 
B737、MD-81、MD90、A320、DHC8-100、DHC8-200、DHC8-300、

F50、SAAB340B等 
B 15ｍ以上、24ｍ未満 4.5ｍ以上、6ｍ未満 CRJ200、CRJ100、DO228 等 
A 15ｍ未満 4.5ｍ未満 BN-2B 等 

※1：施設の利用を予定している航空機の最大翼幅又は外側主脚車輪轍間距離に対応する分類であり、航空機コードが異なる 

場合は上位の航空機コードとする。 

※2：主脚車輪の外縁間の距離 
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(3) 各施設の設計にあたっては、その施設を使用する最大の航空機が所属する航空機グ

ループを設計対象航空機グループとすることを原則とする。また、航空機の走行が想

定されない区域については、原則として、当該施設を使用する最大の車両を対象とす

る。ただし、その決定にあたっては、その空港の将来の発展性、当該施設の将来の使

用方法、経済性等を十分考慮する必要がある。なお、車両の諸元については、｢空港土

木施設構造設計要領｣および｢空港舗装設計要領｣に示している。 

(4) 載荷重による作用は、航空機や空港内の作業車両等の予想される回数の運航等を考慮

して適切に設定する必要がある。 
 
2.3.2 自重 

（告示 5 条関係） 

自重については、材料の単位体積重量をもとに、適切に設定するものとする。 

(1) 自重の詳細については、「空港土木施設構造設計要領」に示している。 
 
2.3.3 地盤条件 

（告示 6 条関係） 

地盤条件については、地盤調査及び土質試験の結果をもとに、土の物理的性質、力学的

特性等を適切に設定するものとする。 

(1) 地盤条件は、性能照査において考慮する地盤の特性を表す諸条件であり、適切な方法

により行われた地盤調査および土質試験の結果をもとに、適切に設定する必要がある。

なお、設定にあたっては、調査および試験結果のばらつき等の信頼性を考慮する必要

がある。 

(2) 地盤条件の詳細については、「空港土木施設構造設計要領」に示している。 
 
2.3.4 土圧および水圧 

（告示 7 条関係） 

土圧については、地盤調査および土質試験の結果から得られた地盤条件をもとに、当該

施設の構造、載荷重、地震動による作用等を考慮して、適切に設定するものとする。 

また、残留水圧および動水圧等の水圧については、当該施設の構造、周囲の地盤条件、

地震動による作用等を考慮して、適切に設定するものとする。 

(1) 土圧および水圧の詳細については、｢空港土木施設構造設計要領｣に示している。 
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2.3.5 地震動および地盤の液状化 

（告示 8、11、21 条関係） 
(1)レベル 1 地震動については、地震動の実測値等をもとに、震源特性、伝播経路特性およ

びサイト特性を考慮して、確率論的時刻歴波形を適切に設定するものとする。 

(2)レベル 2 地震動については、地震動の実測値、想定される地震の震源パラメータ等をも

とに、震源特性、伝播経路特性およびサイト特性を考慮して、時刻歴波形を適切に設定

するものとする。 

(3)地盤の液状化については、地震動による作用を考慮して、適切な手法により評価するも

のとする。 

(1) 地震動の設定にあたっては、震源特性（震源断層の破壊過程が地震動に与える影響）、

伝播経路特性（震源から当該地点地震基盤に至る伝播経路が地震動に与える影響）お

よびサイト特性（地震基盤上の堆積層等が地震動に与える影響）を考慮する必要があ

る。 

(2) レベル 1、レベル 2 地震動の設定方法に関する詳細および液状化の影響に関する実績

等を踏まえた予測および判定手法については、｢空港土木施設耐震設計要領｣に示して

いる。 
 
2.3.6 地盤の沈下 

（告示 10 条関係） 

地盤の沈下の影響については、地盤条件をもとに、当該施設の構造、載荷重および当該

施設の周辺の状況を考慮して、適切な手法により評価するものとする。 

(1) 地盤の沈下の影響については、｢空港土木施設構造設計要領｣に示している。 
 
2.3.7 波浪および津波 

（告示 9、21 条関係） 

(1)波浪については、長期間の実測値、または推算値をもとに、統計的解析により波浪の波

高、周期および波向を適切に設定するものとする。 

(2)津波については、既往の津波記録、または数値解析をもとに、津波高さ等を適切に設定

するものとする。 

(1) 波浪および津波の詳細については、「空港土木施設構造設計要領」に示している。 
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2.3.8 環境作用 

（告示 12 条関係） 

環境作用（温度変化による作用や腐食による材料の劣化等による作用）の影響について

は、当該施設の設計供用期間、材料特性、自然状況、維持管理の方法、その他当該施設が

置かれる諸条件を考慮して、適切な手法により評価するものとする。 

(1) 環境作用の影響の詳細については、「空港土木施設構造設計要領」および「空港舗装

設計要領」に示している。 
 
2.3.9 風およびブラスト 

風およびブラストによる作用については、当該施設の設置位置等を考慮して適切に設定

するものとする。 

(1) 風、ブラストによる作用の詳細については、｢空港土木施設構造設計要領｣に示してい

る。 
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基本施設等の要求性能と性能規定 

3.1 総説 

基本施設等は、航空機の運航に直接関係する施設であり、当該施設において想定される

自然状況、利用状況等を勘案して、安全性に配慮するものとする。 

(1) 基本施設等の設計にあたっては、航空機の運航の安全を最も重視しなければならない

が、運航のしやすさ、ライフサイクルを考慮した経済性、将来の発展性、環境への配

慮等についても十分検討する必要がある。 

(2) 基本施設等は、永続状態および変動状態に対して機能を損なわず、継続して使用する

ことが求められるほか、空港全体の総合的な耐震性能を確保するために、レベル 2 地

震動の偶発状態に対しても修復性（技術的に可能でかつ経済的に妥当な修復によって

継続的に使用できる性能）が求められる場合がある。また、これらの要求性能を満た

すために、基本施設等の基礎地盤および地下構造物は、基本施設等に求められる機能

を損なわない性能を有する必要がある。なお、空港全体の総合的な耐震性能の検討に

ついては、「空港土木施設耐震設計要領」に示している。 

(3) 基本施設の規格等は、設計者が遵守すべきものとして示している。なお、設置基準に

規定されていないものについては、条約第 14 付属書、ICAO 飛行場デザインマニュア

ルを参考としている。 
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3.2 滑走路 

3.2.1 一般 

（省令 79 条、告示 13、18、20、22 条関係） 

滑走路は、航空機が安全かつ効率的に離着陸できるようにするため、次の性能を有する

ものとする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な幅、勾配を有すること。 

(2)滑走路の表面は、予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な摩擦抵抗を有し、かつ

航空機の運航に対する安定性および雨水に対する排水性を有する舗装とすること。 

(3)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用が載荷重、レベル 1地震動、変動波

浪等の変動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用すること

に影響を及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷の生じる危険性

が限界値以下であること。 

(4)レベル 2 地震動、偶発波浪、津波に対して、当該空港の機能を確保する必要がある場合

にあっては、被災時における当該空港の機能を確保するために必要な滑走路について、

主たる作用がレベル 2 地震動、偶発波浪、津波である偶発状態における損傷等が、軽微

な修復による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこととし、作用による損傷の程

度が限界値以下であること。 

(5)滑走路の両側に適当な幅、強度および表面を有するショルダーが確保されていること。 

(1) 滑走路等の長さ、幅および勾配等については、3.2.2～3.2.6 に示している。 

(2) 滑走路等の舗装の照査方法については「空港舗装設計要領」に示している。 

(3) 滑走路は、供用後において、拡張および改良の工事のための閉鎖等が困難なケースが

多いため、その設計にあたっては、将来の拡張性を十分考慮することが望ましい。 

(4) 当該施設の被災に伴う空港の運用停止により、救急救命活動や緊急物資等輸送の拠点

としての役割が損なわれる可能性がある場合には、周辺地域の人命や財産の喪失など

重大な影響を及ぼす可能性がある。また、当該空港が航空ネットワークや背後圏経済

活動において重要な役割を果たしている場合には、当該施設の被災に伴う空港の運用

停止により、救急救命活動や緊急物資等輸送の拠点としての役割が損なわれるだけで

なく、社会経済活動に重大な影響を及ぼす可能性があることから、レベル 2 地震動等

の偶発作用に対しても施設の機能の回復が求められる。 
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3.2.2 滑走路の長さ 

（省令 75 条関係） 

滑走路の長さは、使用することが予想される航空機に対して十分な長さを有するものと

する。 

(1) 滑走路の長さは、航空機の離着陸性能、すなわち航空機の離陸距離、加速停止距離お

よび着陸距離の 3 つに対して、温度、高度および滑走路の縦断勾配等を考慮した十分

な長さとするが、一般に公共の用に供する空港にあっては、同程度の機材で機材繰り

等が行われる可能性も考慮する必要があり、表－2.3.1 の航空機の運航特性による区分

を踏まえ、表－3.2.1 程度の区分で計画することを標準とする。ただし、表－3.2.1 は

国内線用の滑走路長の標準的な値を示すものであり、国際線が就航する場合や暫定的

にジェット化する場合等は別途検討する必要がある。 
 

表－3.2.1 滑走路の標準長さ（国内線） 

区分 航空機 滑走路の長さ 

大型ジェット機 B747、B777 等 2,500m 以上 

中型、小型ジェット機 B767、A300、B737、MD-81、MD-90、A320 等 
2,000m 以上 

リージョナルジェット機 CRJ200、CRJ100 等 

プロペラ機 DHC8、F50、SAAB340B 等 1,500m 以上 

小型機 DO228、BN-2B 等 800m 以上 

 
3.2.3 滑走路の幅 

（省令 79 条関係） 

滑走路の幅は、特別の理由があると認められる場合を除き、着陸帯の等級に応じて、次

表に示す規格を有するものとする。 

着陸帯の等級 滑走路長 滑走路幅 
Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ 1,280m 以上 45m 以上 

Ｆ、Ｇ   900m 以上 1280m 未満 30m 以上 
Ｈ   500m 以上  900m 未満 25m 以上 

 

(1) 滑走路長が 1,280ｍ以上の場合、滑走路幅を 45ｍ以上としているが、コードＥの航空

機が就航する場合には、これら航空機の運航の安全性をより向上させるために、その

幅を 60ｍとすることが望ましい。また、コードＦの航空機が就航する場合には、滑走

路幅を 60ｍとすることを原則とする。 
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3.2.4 滑走路の勾配 

（省令 79 条関係） 

滑走路の勾配（部分勾配）は、特別の理由があると認められる場合を除き、着陸帯の等

級に応じて、次表に示す規格を有するものとする。 

着陸帯の等級 滑走路長 

最大縦断勾配 

最大横断勾配 

1. 
滑 走 路 の 末

端から滑走路

の長さの4分

の1以下の距

離にある部分 

2. 
1に規定する

部 分 以 外 の

部分 

A、B、C、D 1,500m 以上 0.8% 1.0% 1.5% 
E、F、G 900m 以上 1,500m 未満 1.0%  

H 500m 以上  900m 未満 1.5% 2.0% 
 

(1) 縦断勾配の変化点においては、2 つの勾配の差（図－3.2.1 の勾配ｘ、ｙの差の絶対値  

｜x – y |）を、表－3.2.2 に示す値以内にするとともに、同表に示す値以上の曲率半径

を有する縦断曲線を設けることを原則とする。 
 

表－3.2.2 縦断勾配の変化点 

着陸帯の等級 滑走路長 勾配の差の最大値 滑走路幅 
A、B、C、D 1,500m 以上 

1.5% 
30,000m 

E、F、G   900m 以上 1,500m 未満 15,000m 
H   500m 以上  900m 未満 2.0% 7,500m 

 
図－3.2.1 勾配の差 

 

(2) 滑走路の縦断勾配は、図－3.2.2 に示すとおり、滑走路面上の表－3.2.3 に示す視点高

さから、滑走路長の半分にわたって、滑走路面上の同じ高さの点が見えるように視距

離を確保することを原則とする。 
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図－3.2.2 視距離（滑走路長の半分以上の長さを見通せる距離）の確保 

 
表－3.2.3 視点高さ 

航空機コード 視点高さ 
C、D、E、F 3m 

B 2m 
A 1.5m 

 

(3) 勾配変化点の間隔（Ｄ(ｍ)、図－3.2.3 参照）は次式で計算された値以上、かつ、45ｍ
以上とすることを原則とする。 

 

    Ｄ＝α・（｜ｘ－ｙ｜＋｜ｙ－ｚ｜） 

  ここに、ｘ、ｙ、ｚ：勾配（％） 

    α：係数（表－3.2.4 に示す着陸帯の等級に応じた値） 

 

表－3.2.4 勾配変化点の間隔に使用するα 

 
着陸帯の等級 滑走路長 α 
A、B、C、D 1,500m 以上 300m 
E、F、G   900m 以上 1,500m 未満 150m 
H   500m 以上  900m 未満 50m 

 
 

 

図－3.2.3 勾配の変化点の間隔 
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(4) 滑走路の縦断勾配の設定は、土工、排水計画等の経済的な設計を行う場合非常に重要

な要素となるが、航空機の運航面からは、できる限り水平で、かつ、勾配の変化も最

小限にとどめることが望ましい。 

(5) 滑走路の横断勾配は路面の雨水を良好に排水するために、滑走路中心線が最も高くな

るような勾配（センタークラウン）とすることを標準とする。また、中心線の両側の

横断勾配は等しくし、滑走路の縦断方向に対してできる限り一定の値とすることを標

準とする。 

(6) 滑走路と誘導路の交差部では、滑走路横断勾配を優先し、誘導路部分で摺付けを行う

ことを標準とする。 

(7) 横断勾配は、排水性の確保ならびに将来の嵩上げおよび施工誤差への対応を考慮し、

1.0～1.5％で設計することが望ましい。 
 
3.2.5 滑走路のショルダー 

（省令 79 条、告示 18 条関係） 

滑走路のショルダーは、航空機の安全な運航を確保するため、次の性能等を有するもの

とする。 

(1)滑走路ショルダーの表面は、予想される自然状況、利用状況に応じ、航空機の運航に対

する安定性および雨水に対する排水性を有する舗装とすること。 

(2)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用が載荷重、レベル 1 地震動、変動波

浪等の変動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用すること

に影響を及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性

が限界値以下であること。 

(3)滑走路のショルダーの幅は、着陸帯の等級に応じて、次表の値を原則とすること。 

着陸帯の等級 滑走路長 温暖地域 準寒冷地域 寒冷地域 

A、B 2,150 m 以上 10.0m 10.0m 15.0m 
C、D、E、F 1,080m 以上 2,150m 未満 7.5m 

7.5m 10.0m 
G、H   500m 以上 1,080m 未満 5.0m 

 

(1) 滑走路のショルダーの横断勾配は、着陸帯の勾配（3.4.4「着陸帯の勾配」参照）に準

じて、2.5％以内を原則とする。ただし、既設滑走路の嵩上げに伴い、その摺付けの影

響が広範囲に及ぶ場合は、上表に示す滑走路のショルダーの幅までの部分において 5％
まで許容することができる。 

(2) 滑走路のショルダーは全幅について舗装することとし、航空機の逸脱した場合の一時

的な走行および作業車両等の走行による載荷重に耐えることを原則とする。 
 



3-7 

3.2.6 滑走路のターニングパッド 

滑走路のターニングパッドは、航空機が滑走路上で 180 度転回を行う場合に必要となる

拡幅部分であり、主脚車輪外側の走行軌跡に、次表に示す舗装端とのクリアランスを確保

した範囲とすることを原則とする。 

主脚車輪外側と舗装端とのクリアランス 

航空機コード クリアランス 
D、E、F 4.5m 以上 

C 
ﾎｲﾙﾍﾞｰｽ 18m 以上 4.5m 以上 
ﾎｲﾙﾍﾞｰｽ 18m 未満 3.0m 以上 

B 2.25m 以上 
A 1.5m 以上 

 

(1) 平行誘導路が設置されていない滑走路では、航空機が滑走路内において 180 度転回が

不可能な場合に、ターニングパッドを設置することを原則とする。 

(2) 滑走路のターニングパッドは、図－3.2.4 に示すように将来平行誘導路が必要になった

場合に、その一部を誘導路として利用できるよう、エプロン側に設置することが望ま

しい。 

 

図－3.2.4 ターニングパッドの位置 

 

(3) 滑走路のターニングパッドの設計にあたっては、図－3.2.5 に示すとおり、以下の条件

のもと検討を行うことを原則とする。なお、滑走路のターニングパッドの形状の例は

参考資料－３に示している。 
(a) 滑走路とターニングパッドの交差角度は、30 度以内とする。 
(b) 前輪のステアリング角度は、温暖地域においては 45 度以内、寒冷・準寒冷地域におい

ては 40 度以内とする。 
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図－3.2.5 滑走路とターニングパッドの交差角およびステアリング角度 

 

(4) 滑走路のターニングパッドの縦横断勾配は、滑走路の勾配（3.2.4 参照）の規定による

ことを標準とする。 

(5) 滑走路のターニングパッドのショルダーは、滑走路のショルダー（3.2.5 参照）の規定

によることを標準とする。 
 
3.3 過走帯 

3.3.1 一般 

過走帯は、航空機が滑走路内で停止できなかった場合等に備えて、滑走路の両端に設け

られる施設であり、次の性能を有することを原則とする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な長さ、幅、勾配および表面を有する舗装

とすること。 

(2)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用が載荷重、レベル 1地震動、変動波

浪等の変動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用すること

に影響を及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性

が限界値以下であること。 

(3)過走帯縁の両側に適当な幅、強度および表面を有するショルダーが確保されているこ

と。 

(1) 過走帯の長さ、幅および勾配については、3.3.2 に示している。 

(2) 過走帯の舗装の照査方法については「空港舗装設計要領」に示している。 

(3) 過走帯のショルダーは、滑走路のショルダーの規定（3.2.5「滑走路のショルダー」）

によることを標準とする。 
 
3.3.2 過走帯の長さ、幅および勾配 

過走帯の長さは 60ｍ以上、幅は滑走路と等しくすることを原則とする。 
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(1) 過走帯の勾配は、着陸帯の勾配の規定（3.4.4「着陸帯の勾配」参照）に準ずることを

原則とするが、滑走路の縦横断勾配に対して著しく急な勾配とすることは望ましくな

い。 
 
3.4 着陸帯 

3.4.1 一般 

（省令 79 条、告示 14 条関係） 

着陸帯は、航空機が滑走路から逸脱した場合に、航空機の損傷を軽微にとどめるため、

また、航空機の安全な着陸復行を行うため、次の性能を有するものとする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な長さ、幅、勾配および表面を有すること。 

(2)航空機の航行の安全に必要な施設を除き、航空機の航行に障害となる物件が設置されて

いないこと。 

(3)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用がレベル 1 地震動、変動波浪等の変

動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用することに影響を

及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性が限界値

以下であること。 

(1) 着陸帯の長さ、幅および勾配については、3.4.2～3.4.4 に示している。 

(2) 着陸帯のうち滑走路等舗装された区域以外の区域については、降雨等による着陸帯表

面の浸食防止、航空機のブラストによる土石等の飛散防止および着陸帯の支持力確保

のため、整地および植生等を行うことを標準とする。 

(3) 精密進入を行わない（非計器用）着陸帯として必要な最小の区域内の部分における着

陸帯は、航空機が滑走路から逸脱した場合の危険性を最小限にとどめるため、適当な

支持力を持ち、かつ支持力が極端に異ならないようにする必要があり、当該区域内に

おける構造物は、地表面から 30cm 以上深く設置することが望ましい。なお、地表面

にマンホール等を設ける必要がある場合の対策方法については「空港土木施設構造設

計要領」に示している。 

前述の精密進入を行わない（非計器用）着陸帯として必要な最小の区域内の部分とは、

図－3.4.1 に示すとおり、精密進入を行わない（非計器用）着陸帯のうち滑走路を除

く範囲である。 
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図－3.4.1 精密進入を行わない（非計器用）着陸帯として

必要な最小の区域内の部分 

 

(4) 着陸帯内に設置する物件は、滑走路距離灯、ＰＡＰＩ等の照明施設、グライドスロー

プ等の無線施設、風向風速計、シーロメーター等の気象施設および 3.5.6 に示すアレス

ティングシステム等その効用を発揮するため着陸帯内に設置しなければならないもの

以外は設置しないことを原則とする 

(5) 着陸帯内には、着陸帯の規定の勾配を満足する皿型排水溝、蓋付のＵ型排水溝等を除

き、開渠を設置しないことを原則とする。 
 
3.4.2 着陸帯の長さ 

（省令 79 条関係） 

着陸帯の長さは、特別の理由があると認められる場合を除き、滑走路の両端にそれぞれ

60ｍを加えた長さを有するものとする。 

 

3.4.3 着陸帯の幅 

（省令 79 条関係） 

着陸帯の幅は、特別の理由があると認められる場合を除き、着陸帯の等級に応じて、次

表に示す規格を有するものとする。 

着陸帯の等級 滑走路長 
滑走路の縦方向の中心線から着陸帯の長辺までの距離 
精密進入を行う着陸帯 

（計器用） 
精密進入を行わない着陸帯 

（非計器用） 
A、B、C、D、E 1,280m 以上 

150m 以上 75m 以上 
F、G 900m 以上 1280m 未満 60m 以上 

H 500m 以上  900m 未満 75m 以上 30m 以上 
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3.4.4 着陸帯の勾配 

（省令 79 条関係） 

着陸帯の勾配（部分勾配）は、特別の理由があると認められる場合を除き、次表に示す

規格を有するものとする。 

着陸帯の等級 滑走路長 
非計器用着陸帯として

必要な最小区域内の部

分の最大縦断勾配 

最大横断勾配 
１．非計器用着陸帯とし

て必要な最小の区域内

の部分 

２． １に規定する部分

以外の部分 

A、B 2,150m 以上 1.5% 
2.5% 5.0% C、D 1,500m 以上 2,150m 未満 1.75% 

E、F、G、H  500m 以上 1,500m 未満 2.0% 
 

(1) 着陸帯の縦断勾配は、できる限り急激な変化を避けることが望ましい。 

(2) 精密進入を行わない（非計器用）着陸帯として必要な最小の区域内の部分以外の着陸

帯の部分の縦断勾配は、車両の通行を可能とするため 5％を超えないことが望ましく、

次のことを考慮する必要がある。 
(a) 着陸帯内のいずれにあっても、車両が自走できること。 
(b) 場周道路から滑走路の方向ができる限り広角度で見渡せること。 

(3) 既設滑走路の嵩上げに伴い、その摺付けの影響が広範囲に及ぶ場合は、3.2.5「滑走路

のショルダー」に示す滑走路のショルダーの幅までの部分において横断勾配を 5％ま

で許容することができる。 

(4) 着陸帯の横断勾配は、航空機が滑走路から逸脱した場合の人命の安全を図り、航空機

の損傷を軽微にとどめるため、図－3.4.2 に示すとおりとしている。 

 

図－3.4.2 着陸帯の横断勾配 

（精密進入を行う着陸帯で着陸帯幅 300ｍの場合） 

 

(5) ショルダー（舗装）と着陸帯の植生部の境界（図－3.4.2 のＢ-Ｂ’）は、芝等の成長

にともない舗装面より植生部が高くなりショルダー部の排水が不良となる可能性があ

ることから、5cm 程度の段差を設けることが望ましい。 

(6) 着陸帯内のグライドスロープ用地の縦横断勾配については、第５章「空港用地の要求

性能と性能規定」5.3「航空保安施設用地」に示している。 
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3.5 滑走路端安全区域 

3.5.1 一般 

滑走路端安全区域は、航空機がオーバーランまたはアンダーシュートを起した場合に航

空機の損傷を軽減させるため、着陸帯の両端に設けられる施設であり、次の性能を有する

ことを原則とする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な長さ、幅、勾配および表面を有すること。 

(2)航空機の安全に必要な施設を除き、航空機の航行に障害となる物件が設置されていない

こと。 

(3)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用がレベル 1 地震動、変動波浪等の変

動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用することに影響を

及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性が限界値

以下であること。 

(1) 滑走路端安全区域の長さ、幅および勾配については、3.5.2～3.5.3 に示している。 

(2) 航空機がオーバーランあるいはアンダーシュートした場合に、人命の安全を図り、機

体の損傷を軽減するため、着陸帯の短辺の両端に整地した滑走路端安全区域を設ける

ことを原則とする。また、降雨等による表面の浸食防止および航空機のブラストによ

る土石の飛散防止のため、植生等を行うことを標準とする。 

(3) 滑走路端安全区域のうち滑走路幅の 2 倍の区域には、進入灯、ローカライザー、3.5.6
に示すアレスティングシステム等の航空機の安全な航行に必要な施設を除き、地上に

突出する物件および開渠等の障害物件（脆弱性の物件を除く）を設置しないことを原

則とする。また、それ以外の区域についても障害物件を設けない方が望ましいが、や

むを得ず障害物件を設ける場合は、できる限り滑走路から離れた位置とすることが望

ましい。 
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3.5.2 滑走路端安全区域の長さおよび幅 

(1) 滑走路端安全区域の長さは、滑走路の長さおよび滑走路の分類に応じて、着陸帯

の終端から、次表に示す値とすることを原則とする。 

滑走路の分類 滑走路長 滑走路端安全区域の長さ 

計器着陸用滑走路 1,200ｍ以上 90ｍ以上 
1,200ｍ未満 90ｍ以上 

計器着陸用以外の滑走路 1,200ｍ以上 90ｍ以上 
1,200ｍ未満 40ｍ以上 

(2) 滑走路端安全区域の長さは、可能な限り、着陸帯の終端から、次表に示す値の確保に

努めるものとする。 

滑走路の分類 滑走路長 滑走路端安全区域の長さ 

計器着陸用滑走路 1,200ｍ以上 240ｍ 
1,200ｍ未満 120ｍ 

計器着陸用以外の滑走路 1,200ｍ以上 240ｍ 

(3)滑走路端安全区域の幅は、当該滑走路幅の 2倍以上とすることを原則とする。 

(4)滑走路端安全区域の幅は、可能な限り、着陸帯幅までの確保に努めるものとする。 

(5)既存の空港において滑走路端安全区域の長さおよび幅が最小値を満たしていない

場合は、滑走路端安全区域の性能を満足するための対策を順次実施することとする。 

(1) 滑走路端安全区域は、航空機がオーバーランあるいはアンダーシュートした場合に、

人命の安全を図り、機体の損傷を軽減するために設ける区域であり、可能な限り広範

な用地の確保に努めるものとする。 
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図－3.5.1 滑走路端安全区域の長さおよび幅 

 

(2) 本文で規定する滑走路端安全区域の長さおよび幅については、平成 22 年 6 月に実施さ

れた ICAO USOAP(ICAO が実施する安全監査)の勧告に基づき、全ての空港において

この規定を遡及適用することとしたものである。既存空港における用地の確保が困難

な場合の対策は、「滑走路端安全区域（RESA）対策に関する指針」により実施するこ

ととする。 
 
3.5.3 滑走路端安全区域の勾配 

滑走路端安全区域の縦横断勾配（部分勾配）は、5％以下とすることを原則とする。 

(1) 縦横断勾配は、できる限り急激な変化を避けることが望ましい。 
 
3.5.4 滑走路端安全区域の代替措置 

滑走路端安全区域の長さが確保できない場合には、代替措置を行うことにより、その長さ

を縮小することができる。 

(1) 滑走路端安全区域の長さが不足する場合は、用地の拡張等により長さを確保すること

が望ましいが、困難な場合には、3.5.5 に示すアレスティングシステムを設置すること

により、3.5.2 に示す滑走路端安全区域の長さを 40ｍまで縮小することができる。た

だし、アレスティングシステムは、航空機のオーバーラン対策であり、アンダーシュー

トには対応していない。 
 

2W 

60ｍ 

W 着陸帯幅 

着陸帯 

過走帯 滑走路 

可能な限り用地の確保に努める範囲 
場周道路等用地 

 

10ｍ 

240ｍ 

90ｍ 

滑走路端安全区域 
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3.5.5 アレスティングシステム 

アレスティングシステムは、滑走路を逸脱する航空機を減速させ、航空機の損傷を軽減させ

るため、滑走路終端を超えた部分に設けられる施設であり、次の性能を有することを原則とす

る。 
(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な長さ、幅および適当な表面を有すること。 
(2)主たる作用が載荷重およびブラストの変動状態における損傷等が当該施設の機能を損なわ

ず、継続して使用することに影響を及ぼさないこととし、当該施設の機能に支障を与える程

度の損傷が生じる危険性が限界値以下であること。 
(3)滑走路終端を逸脱する航空機に対して、十分な減速能力を有すること。 

(1) アレスティングシステムの計画に関する内容および構造の照査方法については、「空

港土木施設構造設計要領」に示している。 

(2) 接続する滑走路の強度より小さいことを示すため、アレスティングシステムには

3.10.4 に示す過走帯標識を標示することを標準とする。 

(3) アレスティングシステムの機能を維持するため、みだりに車両が立ち入らないような

対策を講じる必要がある。 

(4) アレスティングシステムの設置にあたっては、航行援助施設の配置、電波障害の回避

等を考慮する必要がある。 

(5) アレスティングシステムは、航空機の運航の安全に必要な施設であること、航空機の

制動に影響を及ぼさないこと、脆弱性の施設であること等から、航空法第 49 条に規定

する物件の制限等には該当しない。 
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3.6 誘導路 

3.6.1 一般 

（省令 79 条、告示 15、18、20，22 条関係） 

誘導路は、航空機が安全かつ効率的に走行するため、次の性能を有するものとする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な幅および勾配を有すること。 

(2)誘導路の表面は、予想される自然状況、利用状況に応じ、航空機の運航に対する安定性

および雨水に対する排水性を有する舗装とすること。 

(3)予想される利用状況および設置位置に応じ、滑走路もしくは他の誘導路の間に航空機の

航行の安全に十分な距離が確保されているとともに、その接続点が航空機の航行の安全

に必要な角度および形状を有すること。 

(4)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用が載荷重、レベル 1地震動、変動波

浪等の変動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用すること

に影響を及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性

が限界値以下であること。 

(5) レベル 2 地震動、偶発波浪、津波の偶発作用に対して、当該空港の機能を確保する必

要がある場合にあっては、被災時における当該空港の機能を確保するために必要な誘導

路については、主たる作用がレベル 2 地震動、偶発波浪、津波である偶発状態における

損傷等が、軽微な修復による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこととし、作用

による損傷の程度が限界値以下であること。 

(6)誘導路縁の両側に適当な幅、強度および表面を有するショルダーが確保されているこ

と。 

(1) 誘導路等の幅、形状および勾配等については、3.6.2～3.6.6 に示している。 

(2) 誘導路等の舗装の照査方法については「空港舗装設計要領」に示している。 

(3) 当該施設の被災に伴う空港の運用停止により、救急救命活動や緊急物資等輸送の拠点

としての役割が損なわれる可能性がある場合には、周辺地域の人命や財産の喪失など

重大な影響を及ぼす可能性がある。また、当該空港が航空ネットワークや背後圏経済

活動において重要な役割を果たしている場合には、当該施設の被災に伴う空港の運用

停止により、救急救命活動や緊急物資等輸送の拠点としての役割が損なわれるだけで

なく、社会経済活動に重大な影響を及ぼす可能性があることから、レベル 2 地震動等

の偶発作用に対しても施設の機能の回復が求められる。 

(4) 誘導路は、以下に分類される。（図－3.6.1 参照） 
取付誘導路 ： 航空機が滑走路とエプロンの間を出入りするために、滑走

路に取り付けられた誘導路であり、航空機の滑走路占有時

間を短縮するために複数設置される場合、その設置位置は、
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航空機の必要着陸距離等を考慮して設定する。 

平行誘導路 ： 航空機の滑走路占有時間を短縮するために複数の取付誘導

路が設置される場合、その取付誘導路とエプロンを結び、

滑走路と平行に設置される誘導路である。 

エプロン誘導路 ： エプロン内の航空機の走行区域のうち、平行誘導路の機能

をもった区域である。 

高速脱出誘導路 ： 着陸した航空機の滑走路占有時間をより短縮するため、航

空機が高速で滑走路から脱出できるように取り付けられた

誘導路である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.6.1 誘導路の分類 

 

(5) 誘導路は、供用後において、拡張および改良の工事のための閉鎖等が困難なケースが

あるため、その設計にあたっては、将来の拡張性を十分考慮することが望ましい。 
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3.6.2 誘導路の幅 

（省令 79 条関係） 

誘導路の幅は、特別の理由があると認められる場合を除き、着陸帯の等級に応じ、次表

に示す規格を有するものとする。 

着陸帯の等級 滑走路長 誘導路幅 
A、B、C 1,800m 以上 23m 以上 

D、E、F、G   900m 以上 1,800m 未満 18m 以上 
H   500m 以上  900m 未満 9m 以上 

 

(1) 本文で規定する誘導路幅は、平行誘導路などの直線部におけるものであり、取付誘導

路の幅については、3.6.3.1 に示す交差部および曲線部を考慮し、設定する必要がある。 

(2) 設置基準では、誘導路の幅を着陸帯等級に応じて設定することとしているが、誘導路

幅の設定に影響するのは航空機のホイールトラックである。そのため、航空機のホイー

ルトラックが通常のジェット機よりもひとまわり大きくなっているコード E、F の航

空機は、誘導路から逸脱する可能性をより少なくするため、コード F の航空機の走行

が想定される誘導路の幅は 30ｍを原則とし、コード E の場合には 30ｍとすることが

望ましい。 
 
3.6.3 誘導路の形状 

3.6.3.1 交差部および曲線部 

誘導路の交差部および曲線部には、フィレットを設置することを原則とし、航空機のノー

ズギアが曲線部の誘導路中心線を走行する際、次表に示す主脚車輪外縁と舗装端までのク

リアランスを確保することを原則とする。 

主脚車輪外縁と舗装端までのクリアランス 

航空機コード クリアランス 
D、E、F 4.5m 以上 

C 
ﾎｲﾙﾍﾞｰｽ 18m 以上 4.5m 以上 
ﾎｲﾙﾍﾞｰｽ 18m 未満 3.0m 以上 

B 2.25m 以上 
A 1.5m 以上 

 

(1) フィレットとは、誘導路の曲線部や曲がり角において、車輪が誘導路からはみ出さな

いために配置された拡幅部であり、その設計にあたっては、車輪が表－3.6.1 に示す曲

線半径を有する単曲線上を走行することを標準とする。 
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表－3.6.1 誘導路中心線の標準曲線半径（高速脱出誘導路を除く） 

航空機コード 
半径 

滑走路と誘導

路の交差点 
その他の部分 

E、F 60m 

D 41.5m 

C 41.5m 30m 

C、D のプロペラ機 30m 

B 20m 

A 20m 10m 

(2) 平行誘導路と他の平行誘導路等との間の取付誘導路において、表－3.6.1 に示す誘導路

中心線の曲線半径が確保できない場合は、航空機の旋回性能、走行速度等を考慮して

縮小することができる。なお、誘導路の曲線部には、緩和曲線は設けないことを標準

とする。 

(3) 対象航空機の車輪軌跡を推定する方法は、ICAO 飛行場デザインマニュアルを参考と

することができる。 

(4) フィレットは、緊急的な閉鎖等による暫定走行も考慮して、想定される走行経路の交

差部に設置することを標準とする。 

(5) フィレットの平面形状および取付誘導路の幅は、就航を予定する航空機のうち最も大

きな形状を必要とする航空機を対象に設定することを標準とする。なお、航空機コー

ド毎のフィレットの形状および取付誘導路の幅の例は参考資料－４に示している。 

(6) 誘導路橋に取付く前後の誘導路は、誘導路橋に進入する航空機が容易に正対できるよ

う、コード C、D、E の場合には 50ｍ以上、コード F の場合には 70ｍ以上の直線区間

を設けることを標準とする。 
 
3.6.3.2 高速脱出誘導路 

(1)高速脱出誘導路の分岐曲線の半径は、550ｍ以上とすることを原則とする。 

(2)滑走路と高速脱出誘導路との中心線交差角度は、25度以上 45度未満を原則とする。 

(3)高速脱出誘導路の直線部分の幅および勾配は、誘導路の規定に準じることを原則とす

る。 

(1)  高速脱出誘導路は、ピーク時間当たりの計器飛行方式による離着陸回数が 25 回以上の

滑走路を有する場合、または離着陸が輻輳する時間帯において、大型ジェット機や小型機

等が混在して運航し、航空管制を行う上で高速脱出誘導路の必要性が認められる場合に設

置することができる。（図－3.6.2 参照） 
(2)  高速脱出誘導路の分岐曲線の半径は、路面が湿潤状態においても 93km/hr の離脱速度

を確保することを考慮し 550ｍ以上と設定している。 
(3)  滑走路と高速脱出誘導路との中心線交差角度は、30 度とすることが望ましい。 
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(4) 滑走路から離脱した航空機が高速脱出誘導路と接続する他の誘導路に安全な速度で進入

できるように航空機の速度を減速させるため、分岐曲線の後に 75ｍ以上の直線距離を設

けることが望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.6.2 高速脱出誘導路の標準平面形状 

3.6.3.3 最小離隔距離 

(1)滑走路と平行誘導路との中心線間隔は、各施設がそれぞれ独立した運用が可能となる

よう、着陸帯の等級、精密進入および非精密進入の別に応じて、次表に示す値とする

ことを原則とする。 

滑走路と平行誘導路との中心線間隔 

着陸帯の等級 滑走路長 
航空機コード 

精密進入 非精密進入 
E F A B C D E 

A、B、C、D 1,500m 以上 184m 
以上 

190m 
以上 － － 109m 

以上 
109m 
以上 

109m 
以上 

E、F、G 900m以上 
1,500m 未満 － － 97m 

以上 
97m 
以上 

97m 
以上 － － 

H 500m以上 
900m 未満 － － 47m 

以上 
47m 
以上 － － － 

 

(2)誘導路と誘導路との中心線間隔は、各施設がそれぞれ独立した運用が可能となるよ

う、次表に示す値とすることを原則とする。 

誘導路と誘導路の中心線間隔 

航空機コード 誘導路と他の誘導路との中心線間隔 

Ｆ 91m 以上 

Ｅ 76m 以上 
 

(1) 滑走路と平行誘導路との中心線間隔は、図－3.6.3 に示すとおりであり、本文で規定す

高速脱出誘導路 
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る間隔は、着陸帯と平行誘導路を走行する航空機の翼幅を考慮して設定している。なお、

平行誘導路のない場合においては、図－3.6.4 に示すとおり、滑走路とエプロン誘導路の

間にこの中心線間隔を適用している。 

 

図－3.6.3 滑走路と平行誘導路との中心線間隔 

 

 

図－3.6.4 滑走路とエプロン誘導路との中心線間隔 

 

(2)  滑走路と平行誘導路との中心線間隔は、将来の航空機の大型化への対応、あるいは

平行誘導路と取付誘導路がそれぞれ独立した運用が可能となるよう、本文に規定する

最小中心線間隔以上の余裕をとることが望ましい。 
 
3.6.4 誘導路の勾配 

（省令 79 条関係） 

誘導路の勾配（部分勾配）は、特別の理由があると認められる場合を除き、着陸帯の等

級に応じて、次表に示す規格を有するものとする。 

着陸帯の等級 滑走路長 最大縦断勾配 最大横断勾配 
A、B、C、D 1,500m 以上 1.5% 

1.5% 
E、F、G、H   500m以上 1,500m未満 3.0% 

 

(1) 誘導路上での縦断勾配の変化が避けられない場合（図－3.6.5 参照）は、表－3.6.2 に

示す値以上の曲率半径を設けることを原則とする。 
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表－3.6.2 縦断曲線の曲率半径 

着陸帯の等級 滑走路長 最小曲率半径 
A、B、C、D 1,500m 以上 3,000m 
E、F、G、H 1,500m未満 2,500m 

 

 

図－3.6.5 縦断曲線の曲率半径 

 

(2) 誘導路上での縦断勾配の変化が避けられない場合は、各航空機コードにおいて、表－

3.6.3 に示す誘導路面上の視点高さのいかなる点からも、その視距離内の誘導路の表面

が見えるような勾配とすることを原則とする。 
 

表－3.6.3 視距離の設定における視点高さと視距離 

航空機コード 視点高さ 視距離 
C、D、E、F 3m 300m 

B 2m 200m 
A 1.5m 150m 

(3) 寒冷・準寒冷地域の空港において、最急勾配をとった場合、雪氷による航空機のすべ

りが生ずることもあるため、最大値の採用は極力避けることが望ましい。 

(4) 着陸帯内における既設誘導路の嵩上げに伴い、その摺付けの影響が広範囲に及ぶ場合

は、誘導路縁から 10ｍまでの部分において横断勾配を 5％まで許容することができる。 
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3.6.5 誘導路のショルダー 

（省令 79 条、告示 18 条関係） 

誘導路のショルダーは、航空機の安全な運航を確保するため、次の性能等を有するもの

とする。 

(1)誘導路のショルダーの表面は、予想される自然状況、利用状況に応じ、航空機の運航に

対する安定性および雨水に対する排水性を有する舗装とすること。 

(2)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用が載荷重、レベル 1地震動、変動波

浪等の変動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用すること

に影響を及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性

が限界値以下であること。 

(3)誘導路のショルダーの幅は、次表に示す値とすることを原則とする。 

着陸帯の等級 滑走路長 温暖・準寒冷地域 寒冷地域 

A、B 2,150m 以上 7.5m 
10.0m 

C、D 1,500m以上 2,150m未満 
5.0m 

E、F、G   900m以上 1,500m未満 7.5m 

H   500m以上 900m未満 3.0m 5.0m 
 

(1) 誘導路のショルダーは、逸脱した航空機の走行に耐えられるよう舗装することを原則

とする。 

(2) 滑走路長が 2,150ｍ以上の空港において、コードＦの航空機の走行が想定される場合に

は、温暖・準寒冷地域、寒冷地域を問わず誘導路のショルダーの幅は、15m を原則と

する。これは、誘導路を中心とした全幅 60ｍの範囲において、航空機のブラストによ

る表面の浸食および吸引に耐えられる表面処理を行う範囲としているためであり、幅

15ｍのうち、本文で規定する値を超える範囲（アウターショルダー）については、防

塵処理を行うことを標準とする。 

(3) 逸脱した航空機の走行に耐えられるショルダー以外の防塵処理を行う範囲の表面処理

については、ライフサイクルコスト等も考慮し適切に検討を行う必要がある。確実な

防塵対策として緊急時の車両走行を考慮した舗装による処理を標準とするが、当該空

港の運航状況等を考慮し、影響がないと想定される場合には、芝による防塵処理で対

応することができる。 

(4) 誘導路のショルダーの幅は、航空機と除雪によって生じる雪堤とのクリアランスの確

保や除雪車両による作業性を考慮して、本文に規定する値以上とすることができる。 

(5) 誘導路のショルダーの横断勾配は、最大横断勾配 2.5％とすることを標準とするが、着

陸帯と重複する範囲の勾配については、3.4.4｢着陸帯の勾配｣によることを原則とする。

ただし、既設誘導路の嵩上げに伴い、その摺付けの影響が広範囲に及ぶ場合には 5.0％
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まで許容することができる。 

また、既設誘導路帯の一部を(2)で規定するアウターショルダーとして使用する場合

に限り、当面、最大横断勾配を 5.0％まで許容することができる。 
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3.7 誘導路帯 

3.7.1 一般 

（省令 79 条関係） 

誘導路帯は、航空機が誘導路を支障なく走行できるようにするため、次の性能を有する

ものとする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な幅、勾配および表面を有すること。 

(2)航空機の航行に障害となる物件が設置されていないこと。 

(3)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用がレベル 1地震動、変動波浪等の変

動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用することに影響を

及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性が限界値

以下であること。 

(1) 誘導路帯の幅、形状および勾配については、3.7.2～3.7.4 に示している。 

(2) 誘導路帯のうち表－3.7.1 の範囲には、開渠（規定の勾配を満足する皿型排水溝、蓋付

きのＵ型排水溝等を除く）を設置しないことを原則とする。 
 

表－3.7.1 誘導路帯のうち開渠を設置してはならない範囲 

（誘導路中心線からの距離） 

対象航空機の区分 開渠を設置してはならない範囲 

ジェット機 30ｍ 

プロペラ機 22ｍ 

小型機 15ｍ 

 

(3) 誘導路本体およびショルダーを除く誘導路帯のうち開渠を設置してはならない範囲は、

整地および植生等を行うことを標準とする。また、その外側の誘導路帯も可能な限り

整地および植生等を行うことが望ましい。 

(4) 誘導路帯には、場周道路、ブラストフェンス等、固定障害物になるような地上に突出

するものを設置しないことを原則とする。しかし、やむを得ず物件を設置しなければ

ならない場合にあっては、航空機の翼やエンジンがそれらの物件に衝突する危険性が

ないことを確認した上で設置することができる。なお、通行する車両が障害物となり

得る場周道路は、誘導路帯の外側に設置することを標準としているが、車両の通行を

制限すること等により安全を確保することができる場合は、誘導路帯においても設置

することができる。 

(5) 誘導路を橋梁とする場合、誘導路帯のうち、航空機荷重を考慮する幅は、表－3.7.1 に

示す範囲以上とすることを標準とする。 
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(6) 橋梁上に管理用道路等を併設する場合には、誘導路中心線と固定障害物との間隔を確

保することを標準とする。 

(7) 航空機のエンジンが誘導路橋から突出する場合には、橋梁下の近接区域に対するエン

ジンブラストの影響を考慮し、必要に応じて適切な措置を講ずる必要がある。 
 
3.7.2 誘導路帯の幅 

（省令 79 条関係） 

(1)誘導路帯の幅は特別の理由があると認められる場合を除き、着陸帯の等級に応じ

て、次表に示す規格を有するものとする。 

誘導路中心線と固定障害物との間隔 

着陸帯の等級 滑走路長 誘導路中心線と固定障害物との間隔 

Ａ､Ｂ 2,150m 以上 43.5m 以上 

Ｃ 1,800m 以上､2,150m 未満 37m 以上 

Ｄ､Ｅ､Ｆ､Ｇ 900m 以上､1,800m 未満 26m 以上 

Ｈ 500m 以上､900m 未満 20m 以上 
 

(1) 誘導路帯は、図－3.7.1 に示すとおり、誘導路中心線と固定障害物との間に最小限取る

べき間隔までをその範囲としている。また、誘導路帯の規定は、エプロン誘導路にも

適用することを標準とする。 
 

 

図－3.7.1 誘導路帯 

(2) 本文で規定する誘導路帯の幅は、平行誘導路などの直線部におけるものであり、取付

誘導路などの曲線部における幅については、3.7.3 に示す交差部および曲線部における

誘導路帯の形状を考慮し、設定する必要がある。 

(3) 設置基準では、誘導路帯の幅を着陸帯等級に応じて設定することとしているが、誘導

路帯の幅の設定に影響するのは航空機の翼幅である。そのため、コードＦの航空機が

就航する場合や、着陸帯等級Ｃの滑走路にコードＥの航空機が就航する場合、着陸帯

 
誘導路縁から固定障害物 
までの間隔 誘導路幅 

 

誘導路帯 
 

誘導路縁から固定障害物 
までの間隔 

  誘導路中心線と固定      誘導路中心線と固定 
  障害物との間隔        障害物との間隔 
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等級Ｄの滑走路にコードＤの航空機が就航する場合のように、着陸帯等級に比して翼

幅が大きい航空機が就航する場合には、誘導路中心線と固定障害物との間隔は本文の

規定に関わらず、3.7.3 に示すクリアランスを確保することを原則とする。なお、将来

滑走路の延長が考えられる場合は、用地買収あるいは埋立等のために用地を新たに確

保することが困難であるため、あらかじめ誘導路中心線と固定障害物との間隔は、将

来の就航機材を考慮し確保することが望ましい。 
 
3.7.3 交差部および曲線部における誘導路帯の形状 

誘導路の交差部および曲線部における誘導路帯の形状は、航空機のノーズギアが曲線部の誘

導路中心線を走行する際、次表に示す航空機と固定障害物とのクリアランスを確保することを

原則とする。 

航空機と固定障害物とのクリアランス 
航空機コード クリアランス 

D､E､F 11m 以上 
A､B､C 8m 以上 

 

(1) 誘導路曲線部の内側は、航空機の内輪差によって固定障害物とのクリアランスが小さ

くなるため、誘導路の交差部および曲線部における誘導路帯の形状は、就航を予定す

る航空機のうち最も大きな形状を必要とする航空機を対象に設定することを標準とす

る。 

(2) 対象航空機の走行軌跡を推定する方法は、ICAO 飛行場デザインマニュアルを参考と

することができる。 
 
3.7.4 誘導路帯の勾配 

誘導路本体およびショルダーを除く誘導路帯のうち開渠を設置してはならない範囲の横断

勾配（部分勾配）は、5％以下とすることを原則とする。 

(1) 誘導路帯が着陸帯と重複するときは、着陸帯の勾配規定によることを原則とする。 
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3.8 エプロン 

3.8.1 一般 

（省令 79 条、告示 15、18、20、22 条関係） 

エプロンは、航空機の航行および駐機にあたり、安全かつ効率的に、旅客の乗降、貨物

の積み下ろし、燃料の補給等が行えるようにするため、次の性能を有するものとする。 

(1)予想される自然状況、利用状況に応じ、十分な勾配を有すること。 

(2)エプロンの表面は、予想される自然状況、利用状況に応じ、航空機の運航に対する安定

性および雨水に対する排水性を有する舗装とすること。 

(3)予想される利用状況および設置位置に応じ、十分な形状を有すること。 

(4)航空機の駐機方式等に応じ、駐機中の航空機や建物等の間に十分な距離が確保されてい

ること。 

(5)主たる作用が自重、土圧等の永続状態、主たる作用が載荷重、レベル 1地震動、変動波

浪等の変動状態における損傷等が、当該施設の機能を損なわず、継続して使用すること

に影響を及ぼさないこととし、航空機の運航に支障を与える程度の損傷が生じる危険性

が限界値以下であること。 

(6)レベル 2 地震動、偶発波浪、津波の偶発作用に対して、当該空港の機能を確保する必要

がある場合にあっては、被災時における当該空港の機能を確保するために必要なエプロ

ンについては、主たる作用がレベル 2 地震動、偶発波浪、津波である偶発状態における

損傷等が、軽微な修復による当該施設の機能の回復に影響を及ぼさないこととし、作用

による損傷の程度が限界値以下であること。 

(7)エプロンの縁に適当な幅、強度および表面を有するショルダーが確保されていること。 

(1) エプロンの形状、勾配等については、3.8.2～3.8.4 に示している。 

(2) エプロン等の舗装の照査方法については「空港舗装設計要領」に示している。なお、

航空機に給油を行うエプロンの舗装は、消防法に規定する給油取扱所の基準に準拠す

る必要がある。 

(3) 当該施設の被災に伴う空港の運用停止により、救急救命活動や緊急物資等輸送の拠点

としての役割が損なわれる可能性がある場合には、周辺地域の人命や財産の喪失など

重大な影響を及ぼす可能性がある。また、当該空港が航空ネットワークや背後圏経済

活動において重要な役割を果たしている場合には、当該施設の被災に伴う空港の運用

停止により、救急救命活動や緊急物資等輸送の拠点としての役割が損なわれるだけで

なく、社会経済活動に重大な影響を及ぼす可能性があることから、レベル 2 地震動等

の偶発作用に対しても施設の機能の回復が求められる。 

(4) 航空機の駐機方式には、ノーズイン・トーイング方式と自走式とがあるが、エプロン

は、供用後において、航空機間等の間隔（クリアランス）あるいは転移表面との関係
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から駐機方式を変えることが困難なケースが多いため、その設計にあたっては、航空

機の駐機方法を設定する必要がある。なお、ジェット機が駐機する場合は、通常、ノー

ズイン・トーイング方式を標準とする。 

(5) 航空機の駐機位置と転移表面との関係は、図－3.8.1 のとおりであり、転移表面に抵触

しない位置に航空機を駐機することを原則とする。（転移表面については参考資料－

１参照） 

 

図－3.8.1 駐機位置と転移表面との関係 

 

(6) 落雷電流をアースするために避雷用のアースリングを設置する場合には、運航者等と

協議のうえ接地抵抗や設置箇所について検討する必要がある。 
なお、一般的なアースリングの構造および標識の例は参考資料－５に示している。 

(7) タイダウンリングは、小型機をエプロン上に係留する際に使用する施設であり、航空

機使用事業等の小型機の用に供するエプロンには、タイダウンリングを設けることを

標準とする。また、小型機以外の航空機が使用する場合においても、必要に応じて設

けることができる。 

(8) タイダウンリングの設置位置は、小型機を強風時に係留する際に、風上に機首を向け

る必要があることから、タイダウンリングの利用に融通性を持たせる目的で、縦横 5
ｍ毎に 1 個ずつ設けることを標準とする。ただし、コンクリート舗装内に設ける場合

は、目地の直近にこれを設けないことを標準とする。 
なお、その設置にあたっては、小型機のエプロンの使用状況を十分考慮する必要があ

る。 

(9) 貨物専用機が駐機するエプロンにおいては、貨物の積降時における機体の浮き上がり

を防止するためテザーアンカーを用いる場合があり、必要に応じてテザーアンカーリ

ングを設けることができる。 

(10) エプロンは、供用後において、拡張および改良の工事のための閉鎖等が困難とな

るケースがあり、特に、奥行きの拡張を行う場合には、ターミナルビル等の施設が障

害となり、拡張が困難であるため、その設計にあたっては、将来の拡張性を十分考慮

することが望ましい。 
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3.8.2 エプロンの形状 

エプロンの形状は、航空機の種別、駐機方式および走行経路等をもとに、次表に示すエ

プロンにおける航空機のクリアランスを確保した範囲とすることを原則とする。 

適用箇所 
航空機コード 

F E D C B A 

a 
エプロン誘導路中心線と他の航空機

又は障害物とのクリアランス 

51ｍ 

以上 

43.5ｍ 

以上 

37ｍ 

以上 

26ｍ 

以上 

20ｍ 

以上 

15.5ｍ 

以上 

b 

スポット誘導経路中心線と他の航空機

又は障害物（ボーディングブリッジを除

く。）とのクリアランス 

47.5ｍ 

以上 

40ｍ 

以上 

33.5ｍ 

以上 

22.5ｍ 

以上 

16.5ｍ 

以上 

12ｍ 

以上 

c 

航空機導入線上を移動中の航空機と

駐機航空機又は障害物（ボーディング

ブリッジを除く）、駐機航空機相互間並

びに駐機航空機と建物（ボーディング

ブリッジを除く）とのクリアランス 

7.5ｍ 

以上 

7.5ｍ 

以上 

7.5ｍ 

以上 

4.5ｍ 

以上 

3ｍ 

以上 

3ｍ 

以上 

 

(1) 本文で規定するクリアランスの適用箇所は、図－3.8.2 の a～c に示している。 

 

図－3.8.2 エプロンにおける航空機の標準クリアランス 

(2) エプロンの奥行きは、航空機の駐機に必要な奥行きにエプロン誘導路の幅を加えた長

さとし、駐機する航空機の転移表面による制限の有無を確認し、適切に設定する必要

がある。 
転移表面の制限を受ける場合のエプロンの奥行きは、図－3.8.3 に示すとおり、エプ

ロン誘導路の端から、航空機が転移表面に抵触しない駐機位置の端までの長さ以上を確

保することを原則とし、また、転移表面の制限を受けない場合のエプロンの奥行きは、

図－3.8.4 に示すとおり、エプロン誘導路を走行する航空機とのクリアランスを確保し

た誘導路の端から、航空機の駐機位置の端までの確保した長さ以上を確保することを原

a 

b b 


























































































